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小規模企業者等設備貸与事業 ○ 46 41 1 ○ 1,236,261 1,236,261 ○ ○ ○

1 1 1 1 1 1

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応成果指標2結果分類活動指標2結果分類 成果指標1結果分類活動指標1結果分類

平成
23年度
予算額

 財源内訳事務区分

事業
開始
年度

経過
年数

事            業           名

平成23年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）商業振興・金融課

会計区分

課・室名

特別会計

福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分 同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数



□
■ （ 中小企業支援資金 ）
□ （ ）

課(室) 金融 Ｇ
1 □ □ 46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 41 年 □

 １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

557,068 553,697 551,607 350,000

1,251,961 1,420,674 1,582,724 1,359,972

187,388 194,257 67,892 130,655

360,640 381,120 132,570 261,310

23 28 12 23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

小規模企業者の取り巻く経営環境が厳しい状況にあることから、近年、貸与実行額・件数とも
に減尐傾向にあったが、設備投資意欲に回復の兆しがみられる中、割賦損料率の０．４％の時
限的引下げ効果もあり、対前年比約２倍と増加に転じた平成２２年度以降は、貸与実行額が増
加している。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

利用状況を踏まえ、事業規模の見直しを行う一方、小規模企業者等の設備ニーズに対し資金調
達力が脆弱な企業でも利用しやすい制度とすることも重要であり、需要に適切に対応できるよ
う、今後も利便性の向上および制度の広報に努め、利用促進を図っていきたい。 見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 1,236,261

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,236,261
（平成１９年度）
・対象設備：汎用性のある大型機械につき一部中古品を対象
・割賦損料率：期間別の料率を導入
（平成２２年度）
・貸与枠の見直し（１１億円→７億円）　　　　　　・円滑化準備資金補助金の廃止
・割賦損料率の引下げ（基準1.8％→1.4％）
（平成２３年度）
・割賦損料率の段階的引上げ（基準1.4%→1.6%）

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

Ⅰ

の推移 成果

事業効果                              

貸与額（割賦・リース）  

指標 貸与企業数 18.8%

活動 貸与実行額 12.5% Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,236,261 0.4%

決 算 額 の 推 移 10.4%

結果分類

区　　　　　　分 ２３年度

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

事      業      名

その他

［事業内容］

　小規模企業者や創業者が設備を導入する際に、(公財)ふくい産業支援センターが企業に代わって設備を購入し、割賦販売やリースを行う。
　県は事業実施主体である(公財)ふくい産業支援センターに対し、原資の一部を無利子で貸し付ける。

事　業
開　始
年　度

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 350,000 -9.4%

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

小規模企業者等設備貸与事業 含まれる事業数
事 業
区 分

　信用力や資金調達力の弱い小規模企業者や創業者の設備導入を支援し、経営基盤を強化する。

県　単

国　庫 実行予算

法定受託事務

自 治 事 務

補 助 金 経過年数
事業終了
予定年度

そ の 他

所　　属

平　成　23　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

産業労働 部（庁） 商業振興・金融

1


